
審査結果の公表（2025年9月1日公開） 
 
　「LGBTQ/SOGIEインクルーシブな社会づくり推進事業」(休眠預金等活用事業)にご応募いただきました申請団体の団体名、所在地、事業名および
事業概要を公募要領p.18「審査結果の通知等」に基づき、公開いたします。（参考）事業ウェブページ 

●​ 事業名：地域におけるLGBTQ支援・啓発の担い手団体の育成 －すべての人が、「どの地域でも」性のあり方によって取り残されることなく、平
等に、ありのままで生きられる社会に向けて－（通称：LGBTQ/SOGIEインクルーシブな社会づくり推進事業） 

●​ 資金分配団体：認定NPO法人ReBit　［コンソーシアム構成団体］認定NPO法人エティック 
 
■申請内容・審査方法 
　本事業は、休眠預金等活用法をもとに実施されるものです。本助成に対して、募集要領で記載したパターン①LGBTQの専門団体　パターン②包摂
的なテーマに取り組む団体より34件の応募（参考：申請団体一覧表(2025年6月20日公開)）がありました。書類選考による一次審査、審査委員会との
面談による二次審査を実施しました。審査委員会は外部専門家によって構成され、事業の妥当性・継続性や期待される成果などを踏まえた総合的な

審査が行われました。 
　結果、6団体に対して、総額142,800,000円の金的支援および非資金的支援が提供される予定です。（2025年9月から2028年2月末まで） 
 
■審査員コメント 
　日本社会において困難な課題に真摯に取り組み続けてこられた皆さまの歩みと想いに、審査員として深い敬意を抱いております。活動の一つひと

つから大きな勇気をいただき、どの組織・事業・リーダーも心から応援したいと感じました。同時に、審査する責任の重さを改めて実感し、身の引き締

まる思いで臨みました。 
​
　今回の申請は、各地域やテーマの特性を踏まえ、多様な形で展開されており、その優劣を単純に比較することは困難でした。しかし、助成プログラ

ムの性質上、LGBTQの専門団体や包摂的なテーマに取り組む団体いずれも、右記のような提案を優先し選考させていただきました。それは、啓発・
居場所・相談の領域のバランスや、既存の活動規模を超えて事業化や拡大を目指す意欲と計画が明確に示され、人員拡充含む組織基盤やガバナ

ンス・コンプライアンス体制を強化しようとする姿勢があることや、特定領域で実績を有し業界のリーダー的存在として活躍する団体や、多様な主体と

連携し新たな共創を生み出そうとする団体など、社会を牽引する担い手としての可能性を強く感じられる提案であることです。 
 
　最後に、LGBTQ/SOGIEインクルーシブな社会づくり推進に向けて、本助成プログラムの実行団体・資金分配団体の目標が実現することを祈念する
とともに、このような資金・非資金的支援が広がっていくことを願っています。 
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■本公募結果の事務局コメント 
　本事業の公募を通じ、地域やテーマに根差してLGBTQ/SOGIEインクルーシブな社会づくりに向けて、より挑戦的に事業開発や拡大、人員増強含
む組織の基盤整備への意欲がある団体が、全国に多数存在していることを確認できました。これらの構想が実現できるよう、今回は採択された実行

団体と共に挑戦していきます。 
 
　一方で、本テーマへの資金・非資金的支援は依然として少なく、活動の加速を阻む要因となっています。当事務局は、様々な資金的・非資金的支援

の実施や、当事務局に限らず同様の取り組みが全国で行われるようサポートしていきます。その際、LGBTQ/SOGIEインクルーシブな資金的・非資金
的支援が広がるように、助成主体と助成先間にパートナーとしての信頼関係を築き、柔軟かつ長期的に支援を行うような仕組みの探究（例：

Trust-Based Philanthropy）を、他支援主体と連携しつつ進めていきます。（例：助成申請における性別欄や戸籍名の取り扱い等の配慮や、資金管理
や非資金的支援時の安全かつ安心して取り組みを推進できる仕組みの整備など） 
 
　わたしたちはどの地域でも、全ての人が、性のあり方によって取り残されることなく、平等に、ありのままで生きられる社会を実現するために活動を

進めてまいります。選考にかかる詳細並びに採択団体・事業は以下をご覧ください。 
 
■選考過程 

●​ 公募期間：2025年5月12日（月）10:00 ～ 6月2日（月）17:00 
○​ 公募説明会：2025年4月28日（月）19:00-20:00 
○​ 全体質問会：2025年5月8日（木）19:00-20:00 
○​ 個別相談会：2025年5月2日（金）～5月28日（水） 

●​ 一次審査（34団体） 
○​ 結果通知：2025年6月24日（火） 

●​ 二次審査（13団体） 
○​ 面接審査（オンライン）：2025年7月1日（火）、3日（木）、8日（火） 
○​ 最終審査会（対面）2025年7月11日（金） 
○​ 結果通知：2025年7月22日（火） 

●​ 選定委員（五十音順、敬称略） 
○​ 大西 連（認定NPO法人自立生活サポートセンター・もやい 理事長） 
○​ 釜野 さおり（早稲田大学 社会科学総合学術院 教授） 
○​ 本木 恵介（認定NPO法人かものはしプロジェクト 共同創業者・新規事業部ディレクター）  
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■採択団体・事業（五十音順） 

No 団体名 所在地 事業名 事業概要 選定理由 

助成予定額 
（評価関連経費

を含む） 

1 一般社団法人性

的指向および性

自認等により困

難を抱えている

当事者等に対す

る法整備のため

の全国連合会

（略称 LGBT法
連合会） 

東京都 SOGIに基づく困難の
解消に向けたガイドラ

イン策定・アドボカ

シー促進プロジェクト 
SOGIハラ対策を含
む包括的な支援を目

指して 

SOGI等に基づく困難を解決するための法整備に向けた議論と提言を進め
るとともに、法制度が適切に施行されるためのガイドラインを策定し、行政

機関等に配布・説明を実施し、施策の促進を目指します。また、当会加盟

団体が各団体が地域でアドボカシー活動を展開できるよう支援することで、

全国的な取り組みの広がりを促します。 
1. 国内外の行政等による性的マイノリティ施策の調査 
国内外の行政等による性的マイノリティ施策の調査と、当会加盟団体との

会議を実施し、先駆的な施策事例や課題を収集します。 
2.行政職員むけSOGIに基づく困難解決に向けた支援マニュアルガイドラ
イン策定 
行政向け施策ガイドラインを策定・配布します。また、全国の自治体向けに

説明会を行い、行政職員のSOGI関連課題への理解増進を目指します。 
3.SOGIハラ防止のための対策ガイドライン策定 
2025年6月現在、国会で行われている労働施策総合推進法の改正法案審
議において、SOGIに関する課題について改正法や指針に明記されるよう
働きかけます。法改正後はSOGIに基づくパワーハラスメント・カスタマーハ
ラスメント（以下、SOGIハラ）防止のための対策ガイドラインを策定し、義務
を課される民間企業や自治体に対して、ガイドラインの配布・説明会を実施

します。 
4.加盟団体に向けた研修実施 
ガイドラインを加盟団体に配布及び研修を実施します。 

118の当事者・支援者・専門家等の団
体が活動に参画し、SOGIに関する法
整備を行う団体として民主的な組織運
営を行いながらアドボカシーをリードし
てきたことが確認できました。 
今後、行政職員等や地域で活動する

LGBTQ団体と協働しながら、官民が連
携して地域の当事者ニーズに応える取

り組みが各地で進み、LGBTQの人々
が安全・安心に暮らせる地方地域が増

えることを期待します。 

28,204,680円 
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2 一般社団法人

SOGIE相談・社
会福祉全国協議

会 

北海道 LGBTQを地域で支
える全国相談体制強

化事業 
理解増進法に基づく

「都道府県SOGI理解
増進・相談支援セン

ター」の整備を展望し

て 

SOGI理解増進法に基づく「相談体制の整備」を展望し、全国各地で
LGBTQを地域で支える相談体制の強化を図るため、次の３つのプロジェク
トを行う。 
①全国あまねく相談体制を確立するための相談員養成プログラム 
・当法人の所属相談員が少ない地域での相談体制の充実をめざし、全国

で地域ごとにSOGIE専門相談員養成講座を開催し、新規相談員の確保・
育成につなげる。 
・研修用として活用できる相談回線を設置し、新規相談員のOJT稼働を通
じて相談対応のスキルアップを図る。 
②SOGIE専門相談の相談員としての専門性向上のための取り組み 
・SOGIE専門相談支援員として必要な知識・技術を身につける研修プログ
ラムを開発し、その習得状況を踏まえた相談対応の評価指標を作成する。 
・性暴力被害、依存症、精神・発達障害等の複合的課題を抱えるハイリスク

層について、既存の相談記録の分析を通じた相談対応マニュアルを作成

する。 
③地域における総合的な相談支援の仕組みと地域連携体制の構築 
・条件のある地域において、都道府県別の「SOGI理解増進・相談支援セン
ター」のモデル事業を実施し、相談体制のあり方をあきらかにする提言書を

作成する。 
・「SOGI理解増進・相談支援全国交流大会」を開催し、LGBTQ支援団体
や関係機関との連携・交流を深め、全国的な相談支援体制の整備につな

げる。 

これまでもLGBTQの相談支援を担って
きた実績があり、LGBT理解増進法に
おいて相談体制の整備が位置づけされ

ている中、相談の担い手を全国に増や

し育てるための重要な取り組みは、既

存事業との相乗効果が高いテーマであ

ると確認されました。 
LGBTQ相談支援の先駆者である知見
を今後へとつなげていくための支援者

育成を期待するとともに、本事業を通じ

て、持続可能な団体運営の基盤整備を

期待します。 

25,661,024円 
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3 特定非営利活動

法人ジェンダー平

等Labota 

東京都 LGBTQ当事者が生
きやすい社会の構築

事業 
LGBTQ当事者の孤
立を防止し、支援者・

理解者をもっともっと

増やす取組 

本事業は、LGBTQ+当事者の安心できる居場所提供、専門性向上、そし
て社会全体の理解促進を柱とします。 
①安心できる居場所の提供: 
既存の居場所サロンを発展させ、専門家を交えた多様なプログラムおよび

当事者の年齢や性自認、性指向などに応じ内容を検討し、当事者が本音

を語れる居場所を創出。孤立解消と自己肯定感向上を促進します。またそ

の居場所サロンのテーマに大規模災害時をテーマにした内容を盛り込み

当事者の欲している支援内容をまとめて行政に提言します。 
② 男女共同参画センター相談員育成研修: 
男女共同参画センターの現役相談員向けにLGBTQ+に関する専門知識と
カウンセリングスキルを習得する研修を実施。オンライン受講も可能とし、

相談の質向上と持続可能なソーシャルビジネスモデル構築を目指します。 
③市民向け、男女共同参画センター向け理解促進活動: 
LGBTQ＋に興味がない市民へのアプローチとして気軽に参加ができる
LGBTQ＋に関連する映画上映会ならびに映画の解説を定期的に行いま
す。また当事者と一般市民が直接対話できるワークショップ形式の啓発イ

ベントを実施。地域住民や男女共同参画センター向きにカスタマイズされた

プログラムを提供し、共感と理解を深めます。これは、従来の啓発活動にな

い「新規性」のあるアプローチです。 
④全国の男女共同参画センターへの展開 
男女共同参画センターのネットワーク組織である特定非営利活動法人全国

女性会館協議会と連携をして、全国の男女共同参画センターに対して、オ

ンラインサロンや全国大会時を利用し、ノウハウや考え方、経験、実施方法

を伝えて全国の男女共同参画センターで同様の事業ができることをめざし

ます。 
 
これらの活動は、当事者主体のきめ細やかな支援を重視し、研修事業によ

る収益化を通じて自立的な事業継続を目指します。 

地域の人の声を聴きながら男女共同参

画に取り組む団体としてこれまでも

LGBTQテーマへ取り組み、学びを深め
団体の名前も「ジェンダー平等」に変更

しながら活動をされてこられた実績を確

認できました。 
男女共同参画センター/女性センターの
なかでLGBTQも利用しやすいセンター
づくりや、LGBTQに関する支援・啓発も
行っていくモデル化の実現、ならびにそ

の成果が全国のセンターへと広く波及

することを期待します。 

14,700,945円 
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4 特定非営利活動

法人にじいろかぞ

く 

東京都 LGBTファミリーの子
どもが安心にして学

校に通うためのプロ

ジェクト 

LGBTファミリーに育つ子どもは近年ますます増加傾向にある。しかし現在
の保育や教育の現場では「LGBTファミリーに育つ子どもたち」が想定され
ず、サポート体制も存在しない。「子ども自身がLGBT当事者である場合」
の支援が広まりつつある一方、LGBTファミリーに育つ子どもたちは「当事
者」ともまた違う立場であるため支援から外れてしまう。 
特に就学期は、子どもたち自身が親から離れ、社会に踏み出し自己を確立

する第一歩である。しかしその学校においてLGBTファミリーの存在が想定
外であることから、子どもたちは自分の家族について語りづらさを感じざる

を得ない。 
こうした現状を解消すべく、にじいろかぞくでは 
①小学校におけるLGBTファミリー対応マニュアルを作成 
②LGBTファミリーにはじめて触れる全国の学校関係者が、LGBTファミ
リーに育つ子供たちを学校に迎えたときに困らないような研修会や、情報

共有の場の実施 
③教育委員会、自治体への働きかけ、具体的な取り組みの実現化 
④また、マニュアルだけでは解決しきれない困りごとについては、個別相談

の展開 
⑤ファミリーシップ制度を取り入れている自治体から始め、以後は全国へと

活動を広げる 
⑥これら取り組みにより、LGBT以外の多様な家族に育つ子どもたちにとっ
ても安心感ある教育現場の実現 
⑦LGBTファミリーへの社会の抵抗感を減らし、公平平等な社会実現を目
指す 

長年にわたる取り組みに加え、同性婚

法制化が現実味を帯びるなかで、

LGBTQファミリーとその子どもたちを重
要なテーマと捉え、人員拡充含めた事

業拡大を目指す姿勢を確認できまし

た。 
今後は、さまざまな場面における対応

方法の明示やいくつかの地域での具体

的な啓発や各種取り組みとともに、持

続可能な組織づくりを期待します。 

30,534,000円 
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5 特定非営利活動

法人虹色ダイ

バーシティ 

大阪府 西日本唯一の常設

LGBTQセンター「プ
ライドセンター大阪」

の実践を全国に届け

るプロジェクト 

本事業は、LGBTQの課題や常設LGBTQセンターの重要性を広く社会に
認知させ、全国でLGBTQが過ごしやすい社会を形成することを目指す。そ
のため、以下の活動を行う。 
 
まず、調査研究を通じてLGBTQが抱える問題を把握し、結果を社会に広
めることで理解を深め、支援策の進展を図る。 
次に、プライドセンター大阪での直接支援を通じて、関西圏でのLGBTQ支
援を強化する。プライドセンター大阪は常設のLGBTQセンターとして、利用
者に居場所を提供する。常設センターを通じて、利用者の中から個別相談

が必要な人を発見し、適切な支援へつなげることができる点が強みであ

る。継続的な相談支援を開始し、利用者が相談しやすい環境を作る。常設

LGBTQセンターは数少なく、プライドセンター大阪での居場所・相談事業を
確立させることは、今後他の地域で同様のセンターが開設される際のモデ

ル事業となる。 
さらに、全国の団体・運営者に対し、20年間活動を続けるNPO法人
QWRCと連携し、持続可能なLGBTQの居場所運営についてのワーク
ショップを開催する。ワークショップを通じて、他団体の課題を把握し、

LGBTQの居場所作りや運営体制の強化を支援する。地域団体間で知見
を共有し、持続可能な支援体制を構築する。 
 
本事業はLGBTQ支援を全国に広げ、LGBTQ当事者が安心して生活でき
る環境を整えることを目指している。 

明確なビジョンのもとにこれまでも多く

の社会的インパクトを生んできたこと、

的確な現状課題の把握や事業を行う

チームとしてのバランス感や連携意識

の高さが確認できました。 
LGBTQに関する差別的発言やバック
ラッシュが強まるなか、当事者やその周

りの人にとって安心できる居場所が求

められます。 
プライドセンター大阪が地域団体との協

働による支援の構築と各地域でセン

ターが開設される際のモデルとなると同

時に、その効果検証と各地域のセン

ターの開設や運営支援を期待します。 

29,938,388円 
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6 特定非営利活動

法人レインボーコ

ミュニティ

coLLabo 

東京都 「女性として生きるセ

クシュアルマイノリ

ティ」の調査に基づく

理解と支援の拡大 
どこに住むひとにも相

談アクセスとロールモ

デルを届け、自分らし

く生きられる社会へ 

SOGIEと女性の交差する複合的困難を生きる「女性として生きるセクシュ
アルマイノリティ（以下「セクシュアルマイノリティ女性」）」に、個別性をふま

えた支援の社会資源を増やし、調査の遅れや支援の偏りを解決するため

に以下の事業を行う。 
 
１．「セクシュアルマイノリティ女性」を調査で可視化し、継続可能な調査枠

組みを作る 
パイロット調査「女性のための日常生活と健康アンケート調査」の報告書を

作成（協働：Queer Life Project） 
２．報告書を活用し、調査を支援や施策にいかす（自治体、女性支援団体） 
自治体施策の調査（女性支援施策、LGBTQ支援施策状況） 
女性支援団体と各地のLGBTQ団体への調査（セクシュアルマイノリティ女
性の支援実態） 
３．オンラインロールモデル提供事業 
セクシュアルマイノリティ女性のロールモデルとライフストーリーを届ける

「みらいふWeb」の参加者地域拡大 
みらいふWebの活用拡大（自治体LGBTQ相談、LGBTQ支援団体） 
４．セクシュアルマイノリティ女性への支援拡充 
専門相談の実施体制の整備・拡充と共催する「バーチャル居場所」（申請：

NPO法人L-Port）を活かしたバーチャル相談の効果を検討 
５．組織の基盤強化 
持続可能な組織基盤を構築し、セクシュアルマイノリティ女性の調査や支

援でのハブ的機能を確立 
産官学連携と自主事業化を目指す 

複合的なマイノリティであり、不可視化

されやすいセクシュアルマイノリティ女

性というテーマに取り組み続けるという

明確なビジョンが確認できました。 
女性支援分野のなかでセクシュアルマ

イノリティ女性の包摂も目指した女性支

援団体との協働や、持続可能な組織づ

くりのための基盤整備を期待いたしま

す。 

13,760,964円 
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